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1970年代後半における国内航空路線の経営
はじめに
　本稿は、拙稿「1970年代前半における全日空の路線経営　─路線別収支を中心として─」⑴の続編に位置するもの
である。拙稿では、1970年代前半の全日空国内線路線別収支を、運航距離をもとに短距離路線（500km 未満）・中距
離路線（500km 以上、1,000km 未満）・長距離路線（1,000km 以上）に大別し、それぞれ年度ごとに収益路線と赤字
路線に分けて集計を行い、路線単位での位置とその変化および、集計結果としての運航距離別営業実績や国内線経営
実績の変化について考察し、以下を明らかにした。即ち、1970前半における全日空国内線の運航距離別集計を見ると、
短距離路線の営業実績では73年度と75年度に赤字となっていた。この原因は両年度とも航空運賃の改定にあった。中
距離路線の営業実績では利益率で大きな開きがあるものの、当該期間を通じて黒字を維持し、とりわけ短距離路線が
赤字に転落した73年度と75年度で増収が見られる。長距離路線ではニクソンショックが原因で景気が低迷した71年
度、第１次オイルショックが原因で景気が低迷した75年度に赤字へと転落していた。
　路線収入は旅客需要の変化と正比例の関係にある。旅客需要の増加は運賃収入の増加をもたらし、運賃収入が運航
に要する直接費用に販売費や一般管理費等の間接費負担分を加えた費用額を上回れば収益路線となった。反対に、需
要の減少によって運賃収入が減少し、先の直接費に間接費を加えた費用額を下回れば赤字路線となる。このように航
空会社経営に大きく影響する旅客需要に変化をもたらす要因として、景気の変化と運賃改定の二つを挙げることがで
きる。
　他方で、航空旅客の構造はビジネス旅客と非ビジネス旅客に大別でき、更に後者は普通運賃を支払って利用する帰
省等旅客と、割引率が大きいバルク運賃による観光旅客の二つに分けることができる。このうちバルク運賃が適用さ
れた観光旅客は、旅行の企画・販売とその実施期の間にタイムラグがあるため、景気動向や運賃改定に起因した旅客
の需要の変化において正規運賃を支払うビジネス旅客や帰省等旅客と比べて異なった様相を示した。
　本稿も拙稿と同様に、地方都市間の移動では主要手段であった旧国鉄との競争関係を踏まえつつ⑵、1970年代後半
の全日空国内線を対象として、路線構成・運航機材・旅客需要の動向⑶および、路線別収支について考察を行い⑷、
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1970年代後半における同社国内線の経営動向について明らかにしたい。
１．1970年代後半の航空会社をめぐる経営環境とその変化
　本稿で考察対象とした1970年代後半における、航空会社をめぐる経営環境の変化として、路線経営に関係するもの
では第２次オイルショック、公租公課の変化、旧国鉄と航空の棲み分けの三つを、路線経営に直接関係しないもので
は航空機投資に対する資金調達とその返済についての変化を挙げることができる。以下では、先の三つから簡単に見
ておこう。
　1970年代後半は、76－78年度が第１次オイルショックからの回復期にあたる。第１次オイルショックを原因とする
原油価格の急騰は世界同時不況をもらした。そのなかで、日本経済は高度成長期から安定成長期へと変化し、景気回
復も緩やかであった。続く79－80年度は第２次オイルショック期にあたる。第２次オイルショックは、1979年のイラ
ン革命を原因とした OPEC（石油輸出国機構）による原油価格引き上げに起因した。当該期の日本経済は、第１次オ
イルショック後と違ってデフレに転じることなく、緩やかなインフレが続いたため、若干の景気低迷が見られたもの
の、欧米諸国と比べれば安定した様相を示していた⑸。しかし、原油輸入価格に限って見ると、第２次オイルショッ
ク期の変化が大きい。74－76年度の全日空に対する航空燃料価格は23,400円／ kl から32,000円／ kl であったが、79－
81年度には44,200円／ kl ～96,400円／ kl にまで高騰した。こうした航空燃料価格の高騰は、国内線経営に運航コスト
の増加をもたらした。
　公租公課には通行税・航空燃料税・着陸料・航行援助施設使用料などがあり、これらは各年度の政府予算で計上さ
れた一般財源とともに空港整備特別会計の原資となった⑹。当該期における航空燃料税・着陸料・航行援助施設使用
料の変化を見ると、まず航空燃料税は第２次オイルショック期の79年４月に13,000円／ kl から26,000円／ kl へと
100％の引き上げがあった。着陸料と航行援助施設使用料は、前者が77年８月に100％引き上げられて倍増し、後者も
77年８月に50％、78年９月に100％引き上げられている。こうした公租公課の変化は、先の航空燃料価格の高騰と同
様に、全日空にとって運航コストの増加をもたらす原因となった⑺。
　旧国鉄と国内航空の棲み分けとその変化は、両者間の運賃格差の変化と正比例の関係にあり、国内航空における旧
国鉄に対する代替性の進展、すなわち鉄道から航空へのシフトとして顕在化する。旧国鉄運賃は、77年度にグリーン
車料金や A 寝台料金の引き下げによって値下がりしたが、78年度７月に基本賃率が引き上げられて値上がりし、さ
らに同年10月にも旅客関係諸料金が引き上げられて値上がりした⑻。これに対して航空運賃は、80年３月に全面改定
が実施され、全日空の運賃は幹線で平均23.6％、ローカル線で平均24.1％引き上げられた。同時に、ジェット機に対
する特別料金も従来の500円から900円に引き上げられている⑼。この旧国鉄運賃および航空運賃の変化に伴い、両者
間の摘み取り比率も変化した。摘み取り比率とは、旅客が旧国鉄と国内線航空のどちらを選択するかという問題であ
る。旧国鉄運賃が上昇して航空運賃との格差が小さくなれば、旅客は短時間で移動できる航空を選択するため、航空
需要が増加し、運賃収入も増加した。反対に、航空運賃が上昇すれば、旅客の運賃負担が小さい旧国鉄にシフトする
ため、航空需要が減少し、運賃収入も減少した。
　こうした国内航空における旧国鉄に対する代替性は、両者間の運賃格差だけでなく、所要時間格差、一般旅客の運
賃負担力という三つの相対的関係によって成立し、進展した。他方で、拙稿で指摘したように、旅客需要はビジネス・
帰省等・観光の三つに大別でき、それぞれで代替性とその進展において異なる様相を示した。そこでは、とりわけ帰
省等や観光を目的とする非ビジネス旅客が旧国鉄から国内線航空へとシフトすれば、国内線航空が大衆化したと見て
よい。
　いまひとつ、航空機投資に対する資金調達とその返済に関する変化を見てみよう。1960年代中頃以降、全日空は低
金利の資金調達手段として、727型機を始めとするボーイング社からの機材調達で米国輸出入銀行の外貨融資を活用
した。さらに70年代前半のトライスター L1011導入に際しては、スイス・フラン建て転換社債を発行し、その一部資
金を調達した⑽。こうした積極的な外資導入は、その返済において、とりわけニクソンショック以降円高が急速に進
展するなかで、同社に円高差益をもたらした⑾。この外貨融資の返済に伴う円高メリットは、全日空だけでなく、日
本航空でも同様に見られた⑿。しかし、この円高差益は会計処理の上では営業活動と無関係の特別損益に属したため、
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間接費負担を含む営業費用を減少させるものではなかった。
　第１次オイルショック期以降、日本は輸出の増加によってドル保有高が急激に増加し、景気低迷が続く諸外国、と
りわけ米国との間で貿易摩擦問題が発生した。日本政府は外貨減らし策として輸入や海外旅行を奨励するとともに、
1970年代後半には航空機投資に対する資金調達において、日本輸出入銀行からの借り入れを奨励した。この結果、全
日空は新たな機材調達で従来の外貨融資ではなく、円融資を利用するようになり、その返済に伴う円高メリットは期
待できなくなった⒀。
２．短距離路線の路線別収支構成とその変化
　表１は1970年代後半の全日空国内線における運航距離500km 未満の路線別収支を推計し、収益路線と赤字路線に
大別したものである。76年度の全日空国内線短距離路線の路線構成を見ると、収益路線６路線のうち大阪・松山線、
東京・仙台線、大阪・大分線、名古屋・松山線の４路線がジェット機路線であった。このなかで、名古屋・松山線は
79年度に赤字路線へと転落したが、80年度には収益路線に復帰している。名古屋・松山線を除く３路線は70年代後半
を通じて収益路線に位置していた。他方、赤字路線18路線のうちジェット機路線は東京・名古屋線だけであった。こ
の東京・名古屋は羽田からの国際線旅客に対する送迎を主な役割としており、そのため旅客需要の規模が限られ、70
年代後半期を通じて赤字路線として低迷した。
　プロペラ機路線17路線の構成を見ると、東京を起点とする路線では地方都市線で山形線、直行便の離島線で八丈線、
三宅島線、大島線、経由便路線で大島・三宅島線など５路線、大阪を起点とする地方都市線では高知線、北九州線、
鳥取線の地方都市線３路線、地方都市間路線では名古屋・南紀白浜線、長崎・鹿児島線、熊本・宮崎線、高知・宮崎
線など４路線、地方離島線では名古屋・八丈島線、福岡・対馬線、福岡・福江線、長崎・対馬線、長崎・福江線など
５路線で運航されていた。このうち大阪・高知線および北九州線、東京・八丈島線、名古屋・南紀白浜線および八丈
島線、長崎・福江線、高知・宮崎線の７路線が、先の東京・名古屋線と同様に70年代後半を通じて赤字路線に位置し
た。このように76年度はいまだ運航コストが割高なプロペラ機路線が大半を占めたため、路線別実績では収益路線の
総額22億円に対して赤字路線の総額が41億円と大きく上回り、運航距離別営業実績（以下、営業実績と略す）では19
億円程度の赤字を計上した。
　77年度になると、東京・山形線がジェット化されて収益路線に転じ、長崎・鹿児島線も一部ジェット化にともなっ
てジェット機運航分が収益路線に位置した。しかし、その反面でプロペラ機路線の赤字がジェット機路線の収益を上
回ったため、路線単位で見ると同線はいまだ赤字路線でしかなかった。路線構成の変化を見ると、プロペラ機路線の
大阪・高松線が赤字路線に転落したものの、先述のジェット化によって好転した２路線を加えた７路線が収益路線に
位置した。赤字路線は前年度から位置的に変化がない16路線に、収益の悪化で転落した大阪・高松線と新たに開設し
た広島・鹿児島線を加えた18路であった。
　路線別実績を見ると、収益路線の総額18億円に対して赤字路線の総額が53億円と３倍程度に拡大したため、営業実
績は76年度の19億円から35億円へと赤字額が増加した。
　78年度は、長崎・鹿児島線が完全ジェット化による好転、プロペラ機路線でも大阪・高松線の復帰、長崎・対馬線
の路線収入増加などにより、収益路線が９路線に増加した。その反面で、新たに開設した名古屋・成田線の業績がい
まだ振るわなかったこと、グループ子会社として新たに設立した日本近距離航空（現、エアー・ニッポン）に東京か
ら三宅島や大島線への離島線３路線を移管したことなどから、赤字路線が14路線に減少した。このうち名古屋・東京
線と成田線および熊本・宮崎線の３路線がジェット機路線であった。路線別実績では、収益路線の総額18億円に対し
て赤字路線の総額が38億円弱と２倍程度に低下したため、営業実績では赤字額が19億円を若干下回るまでに減少し
た。
　79年度の路線構成を見ると、名古屋・松山線が赤字路線に転落し、収益路線は８路線に減少した。赤字路線は、前
年度の14路線に名古屋・松山線と新たに運航した仙台・新潟線の２路線が加わり、16路線に増加している。路線別実
績を見ると、収益路線の総額が13億円に減少し、赤字路線の総額が43億円程度に増加したため、営業実績では赤字額
が29億円に増加している。この赤字増加は、79年度は第２次オイルショック期にあたるが、輸送実績では収益路線お
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対
馬
35
,0
66
14
,0
40
6.
0％
長
崎
対
馬
2,
46
3
1,
54
9
8.
4％
小
　
計
1,
94
0,
76
9
2,
20
2,
10
6
24
.1
％
小
　
計
1,
79
0,
95
8
1,
83
2,
91
0
19
.4
％
小
　
計
2,
47
0,
65
8
1,
89
2,
73
2
14
.8
％
小
　
計
2,
53
8,
63
3
1,
33
3,
08
4
9.
7％
小
　
計
2,
53
2,
25
2
3,
61
9,
89
8
21
.9
％
1
大
阪
高
知
67
3,
97
8
－
1,
27
7,
75
5
－
27
.0
％
大
阪
高
知
72
3,
01
3
－
2,
04
5,
02
7
－
35
.4
％
大
阪
高
知
71
7,
73
7
－
1,
45
6,
61
0
－
28
.2
％
大
阪
高
知
70
8,
43
3
－
1,
58
4,
66
9
－
30
.0
％
大
阪
高
知
69
8,
68
6
－
93
9,
43
1
－
16
.6
％
2
大
阪
北
九
州
58
,8
28
－
80
9,
93
4
－
66
.2
％
東
京
八
丈
島
20
0,
68
1
－
81
8,
13
1
－
38
.8
％
東
京
八
丈
島
20
4,
14
5
－
66
7,
55
4
－
33
.7
％
東
京
八
丈
島
20
5,
77
8
－
75
1,
51
1
－
36
.0
％
東
京
八
丈
島
18
6,
40
0
－
60
4,
09
4
－
28
.3
％
3
東
京
八
丈
島
19
4,
53
3
－
57
1,
27
8
－
31
.3
％
大
阪
北
九
州
61
,5
63
－
66
6,
18
4
－
60
.8
％
大
阪
北
九
州
63
,1
90
－
51
3,
62
5
－
53
.9
％
大
阪
北
九
州
61
,9
57
－
50
8,
38
0
－
54
.0
％
大
阪
北
九
州
41
,8
33
－
51
8,
95
8
－
56
.9
％
4
東
京
山
形
74
,9
50
－
41
6,
42
3
－
44
.6
％
長
崎
福
江
10
9,
85
9
－
24
3,
62
5
－
41
.5
％
広
島
鹿
児
島
60
,0
64
－
21
9,
83
2
－
26
.2
％
成
田
名
古
屋
88
,8
01
－
21
3,
60
6
－
30
.1
％
仙
台
新
潟
47
,5
55
－
34
4,
79
4
－
58
.9
％
5
名
古
屋
南
紀
白
浜
25
,4
25
－
14
5,
29
0
－
50
.6
％
長
崎
鹿
児
島
59
,5
78
－
23
9,
97
1
－
45
.0
％
名
古
屋
八
丈
島
24
,5
15
－
15
2,
74
0
－
40
.6
％
広
島
鹿
児
島
65
,6
48
－
20
7,
20
6
－
23
.3
％
東
京
名
古
屋
15
,9
65
－
32
4,
89
1
－
61
.8
％
6
長
崎
鹿
児
島
60
,4
35
－
13
5,
79
9
－
31
.4
％
名
古
屋
南
紀
白
浜
25
,7
05
－
19
6,
67
3
－
57
.8
％
長
崎
福
江
11
0,
23
7
－
14
9,
03
9
－
30
.1
％
長
崎
福
江
11
0,
73
6
－
17
5,
19
2
－
33
.4
％
広
島
鹿
児
島
57
,3
90
－
16
9,
71
1
－
18
.1
％
7
長
崎
福
江
80
,5
84
－
12
8,
65
5
－
33
.9
％
名
古
屋
八
丈
島
23
,4
75
－
17
9,
41
0
－
45
.6
％
名
古
屋
南
紀
白
浜
28
,9
21
－
13
9,
52
0
－
46
.3
％
名
古
屋
南
紀
白
浜
30
,4
29
－
16
1,
21
8
－
48
.3
％
名
古
屋
南
紀
白
浜
25
,4
41
－
15
9,
55
2
－
45
.8
％
8
名
古
屋
八
丈
島
22
,9
96
－
12
7,
41
1
－
37
.9
％
福
岡
対
馬
15
6,
37
3
－
17
0,
93
6
－
17
.8
％
成
田
名
古
屋
47
,0
41
－
13
5,
05
7
－
34
.7
％
名
古
屋
八
丈
島
26
,4
88
－
15
3,
11
3
－
38
.8
％
名
古
屋
八
丈
島
23
,4
01
－
15
8,
79
3
－
39
.1
％
9
熊
本
宮
崎
27
,4
87
－
12
4,
29
8
－
48
.8
％
熊
本
宮
崎
31
,2
44
－
14
2,
66
0
－
49
.0
％
東
京
名
古
屋
57
,9
93
－
13
2,
12
9
－
26
.5
％
東
京
名
古
屋
57
,5
32
－
10
7,
55
8
－
22
.5
％
長
崎
福
江
10
4,
98
7
－
13
3,
49
7
－
24
.1
％
10
東
京
名
古
屋
45
,5
20
－
11
5,
13
1
－
28
.2
％
高
知
宮
崎
36
,1
22
－
13
3,
97
8
－
39
.9
％
高
知
宮
崎
33
,5
90
－
94
,5
14
－
33
.4
％
名
古
屋
松
山
12
1,
91
8
－
10
0,
94
5
－
8.
3％
熊
本
宮
崎
34
,0
88
－
78
,1
61
－
26
.6
％
11
高
知
宮
崎
35
,3
57
－
95
,9
33
－
32
.7
％
大
阪
高
松
40
0,
86
0
－
10
9,
86
2
－
6.
3％
熊
本
宮
崎
38
,6
30
－
53
,8
71
－
22
.6
％
高
知
宮
崎
33
,7
13
－
98
,1
10
－
33
.9
％
成
田
名
古
屋
82
,0
63
－
69
,3
80
－
9.
0％
12
福
岡
対
馬
13
1,
91
4
－
73
,8
87
－
10
.1
％
福
岡
福
江
38
,8
49
－
10
0,
77
0
－
27
.9
％
福
岡
対
馬
15
5,
26
1
－
25
,3
48
－
3.
1％
仙
台
新
潟
10
,8
53
－
87
,7
56
－
62
.1
％
高
知
宮
崎
32
,9
67
－
68
,3
98
－
21
.9
％
13
大
阪
鳥
取
64
,4
17
－
26
,9
06
－
8.
5％
大
阪
鳥
取
66
,7
69
－
72
,1
43
－
19
.3
％
大
阪
鳥
取
73
,6
54
－
22
,2
71
－
6.
2％
熊
本
宮
崎
43
,7
60
－
60
,2
64
－
22
.3
％
14
東
京
大島
・三
宅島
36
,3
09
－
23
,6
46
－
13
.5
％
長
崎
対
馬
38
,0
12
－
61
,4
67
－
18
.5
％
福
岡
福
江
35
,0
79
－
15
,8
47
－
6.
3％
福
岡
福
江
34
,4
77
－
34
,2
67
－
12
.8
％
15
福
岡
福
江
8,
77
1
－
16
,0
14
－
21
.5
％
広
島
鹿
児
島
14
,4
78
－
50
,8
62
－
25
.5
％
大
阪
鳥
取
72
,1
89
－
28
,1
90
－
7.
8％
16
長
崎
対
馬
16
,5
85
－
10
,0
11
－
7.
9％
東
京
三
宅
島
22
,1
67
－
49
,8
88
－
32
.8
％
福
岡
対
馬
42
,4
81
－
26
,9
25
－
11
.3
％
17
東
京
三
宅
島
1,
19
8
－
2,
71
5
－
33
.0
％
東
京
名
古
屋
54
,8
03
－
49
,7
26
－
12
.5
％
18
東
京
大
島
2,
17
7
－
93
9
－
12
.8
％
東
京
大
島
27
,4
34
－
25
,4
24
－
23
.9
％
19
東
京
大島
・三
宅島
6,
69
0
－
8,
97
8
－
24
.6
％
小
　
計
1,
56
1,
46
4
－
4,
10
2,
02
6
－
32
.7
％
小
　
計
2,
09
7,
67
5
－
5,
36
5,
71
5
－
33
.3
％
小
　
計
1,
65
0,
05
7
－
3,
77
7,
95
8
－
29
.2
％
小
　
計
1,
71
5,
19
3
－
4,
29
8,
90
8
－
29
.8
％
小
　
計
1,
35
0,
77
6
－
3,
56
9,
66
0
－
26
.6
％
合
　
計
3,
50
2,
23
3
－
1,
89
9,
92
0
－
8.
8％
合
　
計
3,
88
8,
63
3
－
3,
53
2,
80
5
－
13
.8
％
合
　
計
4,
12
0,
71
5
－
1,
88
5,
22
6
－
7.
3％
合
　
計
4,
25
3,
82
6
－
2,
96
5,
82
5
－
10
.6
％
合
　
計
3,
88
3,
02
8
50
,2
38
0.
2％
出
典
：
 運
輸
省
大
臣
官
房
情
報
管
理
部
統
計
課
編
「
航
空
輸
送
統
計
年
報
」（
昭
和
46
－
61
年
）
秀
研
社
（
ht
tp
:/
/t
ou
ke
i.m
lit
.g
o.
jp
/k
ou
ku
u/
ko
uk
uu
.h
tm
l）
、
全
日
本
空
輸
株
式
会
社
「
有
価
証
券
報
告
書
（
損
益
計
算
書
・
付
属
明
細
書
）」
大
蔵
省
印
刷
局
（
第
22
－
37
期
）、
全
日
本
空
輸
株
式
会
社
編
「
全
日
空
時
刻
表
」
昭
和
46
年
４
月
－
62
年
３
月
よ
り
作
成
。
注
：
 上
記
表
は
、
以
下
（
1）
か
ら
（
6）
の
順
で
各
年
度
の
路
線
別
収
支
を
推
計
し
、
こ
れ
を
も
と
に
路
線
距
離
で
50
0k
m
未
満
を
短
距
離
路
線
、
50
0k
m
－
1,
00
0m
k
未
満
を
中
距
離
路
線
、
1,
00
0k
m
以
上
長
距
離
路
線
と
し
、
集
計
し
た
。
（
1）
：
昭
和
54
年
ま
で
上
記
統
計
に
座
席
数
の
記
載
が
な
い
た
め
、
座
席
キ
ロ
／
運
航
距
離
に
て
算
出
す
る
。
（
2）
：
座
席
キ
ロ
構
成
比
は
、（
各
路
線
の
座
席
キ
ロ
／
座
席
キ
ロ
年
間
実
績
値
）
に
て
算
出
す
る
。
（
3）
：
 路
線
別
収
入
は
上
記
統
計
に
記
載
さ
れ
た
実
数
値
を
も
と
に
、
以
下
の
方
法
で
算
出
し
た
旅
客
収
入
・
貨
物
収
入
・
郵
便
収
入
を
合
計
し
た
も
の
で
あ
る
。
旅
客
収
入
は
、
ま
ず
最
初
に
（
各
路
線
の
片
道
普
通
運
賃
×
各
路
線
の
需
要
）
に
よ
り
路
線
収
入
額
（
A
）
を
、
つ
ぎ
に
（
各
路
線
の
（
A
））
／
（
A
）
の
合
計
値
）
に
よ
り
各
路
線
の
構
成
比
（
B
）
を
算
出
し
、（
（
B
）
×
損
益
計
算
書
・
付
属
明
細
書
に
示
さ
れ
た
旅
客
収
入
）
に
よ
り
算
出
し
た
。
貨
物
収
入
は
上
記
統
計
に
記
載
さ
れ
た
貨
物
と
超
過
手
荷
物
を
加
え
た
も
の
、
郵
便
収
入
は
上
記
統
計
に
記
載
さ
れ
た
各
路
線
の
郵
便
取
扱
量
を
も
と
に
、
旅
客
収
入
と
同
様
の
方
法
で
算
出
し
た
。
（
4）
：
運
賃
の
改
定
が
あ
っ
た
場
合
は
、
当
該
月
の
日
数
に
対
す
る
休
運
賃
適
用
日
数
の
比
率
を
も
と
に
、
月
刊
の
旅
客
数
を
比
例
配
分
し
、
新
旧
の
運
賃
収
入
を
算
出
し
た
。
（
5）
：
 プ
ロ
ペ
ラ
機
と
ジ
ェ
ッ
ト
機
の
運
航
コ
ス
ト
格
差
に
つ
い
て
は
、（
（
プ
ロ
ペ
ラ
機
路
線
あ
る
い
は
ジ
ェ
ッ
ト
機
路
線
の
座
席
数
）
／
（
全
路
線
座
席
数
））
／
（（
プ
ロ
ペ
ラ
機
路
線
あ
る
い
は
ジ
ェ
ッ
ト
機
路
線
の
座
席
キ
ロ
数
）
／
（
年
間
座
席
キ
ロ
実
績
））
に
て
算
出
し
た
。
（
6）
：
損
益
分
岐
利
用
率
は
各
路
線
毎
の
（（
旅
客
利
用
率
／
（
路
線
収
入
／
運
航
コ
ス
ト
））
に
て
算
出
し
た
。
（
7）
：
斜
文
字
は
プ
ロ
ペ
ラ
路
線
を
示
す
。
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1970年代後半における国内航空路線の経営
よび赤字路線ともに10万人程度の増加がしたのに対し、収益路線で収益率が前年度の14.8％程度から9.7％に減少し、
営業実績のマイナスも7.3％から10.6％に増加していることから、同年度に実施された航空燃料税100％引き上げによ
る運航コストの増加に起因したものと見てよい。
　80年度はこれまでの様相とは相違する。同年度は第２次オイルショック期にあたるが、路線構成の変化を見ると、
福岡・壱岐線が日本近距離航空に移管されたものの、業績が好転したジェット機路線の名古屋・松山線およびプロペ
ラ機路線の大阪・鳥取線の２路線が加わり、収益路線は９路線となった。他方、赤字路線は、業績が好転した先述の
２路線および、日本近距離航空に移管した福岡・福江線と対馬線の２路線を除き、12路線に減少した。輸送実績では
収益路線の250万人は前年度の同様の規模であったが、その収益率は9.7％から21.9％へと大幅に増加している。他方、
赤字路線は路線数の変化に伴って輸送実績が前年度の171万人から135万人に減少し、収益率のマイナスも29.8％から
26.6％へと低下している。これらを踏まえて路線別実績を見ると、収益路線の総額が前年度の13億円から36億円へと
大幅に増加し、反対に赤字路線の総額が前年度の42億円から35億円に減少したため、営業実績では５千万円程度の収
益を計上した。
３．中距離路線の路線別収支構成とその変化
　表２は1970年代後半の全日空国内線における運航距離500km 以上、1000km 未満の路線別収支を推計し、収益路線
と赤字路線に大別したものである。
　まず76年度の路線構成から見ると、東京を起点とする大阪線、札幌線、函館線、宮崎線、松山線、熊本線、小松線
の７路線、大阪を起点とする鹿児島線、長崎線、熊本線、福岡線、宮崎線の５路線、名古屋から宮崎線と熊本線の２
路線、仙台・札幌線、新潟・札幌線、福岡・沖縄線、熊本・沖縄線、新潟経由小松・札幌線の19路線が収益路線に位
置している。このうち、東京を起点とする大阪線、宮崎線、松山線、熊本線、小松線および、大阪・福岡線、仙台・
札幌線の７路線は、70年代後半期を通じて収益路線としての位置づけを維持した。76年度における収益路線の輸送実
績は780万人であった。
　他方、赤字路線では、ジェット機路線では名古屋から鹿児島線、福岡線、大分線および鹿児島・沖縄線の４路線、
プロペラ機路線では東京を起点とする広島線、宇部線、秋田線、富山線、岡山線、米子線、高知線、高松線、岡山経
由宇部線の９路線、大阪・仙台線、奄美大島経由沖縄線など、15路線が見られる。このなかで東京・宇部線、岡山経
由東京・宇部線および鹿児島・沖縄の３路線を除く12路線は、70年代後半期には低迷を続け赤字路線に位置した。76
年度における赤字路線の輸送実績は124万人であった。
　路線実績を見ると、収益路線の総額が160億円であったのに対して赤字路線の総額が48億円と大きく下回ったため、
営業実績では111億円程度の収益を計上した。
　77年度の路線構成を収益路線から見ると、新たに開設された名古屋・長崎線、鹿児島・沖縄線および小松・札幌線
の３路線が加わったものの、大阪・宮崎線、名古屋・宮崎線、熊本・沖縄線、福岡・沖縄線、新潟・札幌線の６路線
が赤字路線に転落したため、16路線に減少した。他方、赤字路線では、先述の６路線と新路線でいまだ業績が低迷す
る小松・福岡線が加わったが、岡山経由東京・宇部線が運航停止されたため、路線数が21路線に増加した。路線別実
績では、収益路線の総額が前年度に比べて若干低い157億円の収益を得たのに対し、赤字路線の赤字総額が前年度の
48億円から77億円へと大きく増加したため、営業実績が80億円程度に低下した。
　78年度の路線構成を収益路線から見ると、新たに運航した宮崎・沖縄線が加わり、名屋古・新潟線と線新潟・札幌
線の２路線で業績が好転し復帰したものの、大阪・熊本線が低迷し赤字路線に転落したため、路線数が２路線増加し
て18路線となった。赤字路線では、先の２路線とは反対に大阪・熊本線が転落して位置し、新たに開設された東京・
大分線、名古屋・仙台線、長崎・沖縄線の３路線もいまだ業績が低迷したため、路線数が23路線に増加した。輸送実
績を見ると、収益路線では前年度の790万人から850万人程度へと60万人増加したが、赤字路線でも254万人程度から
370万人程度へと増加している。しかし、路線別実績では、収益路線で総額が前年度の157億円から141億円へと減少
したのに対し、赤字路線で総額が77億円から94億円に増加したため、営業実績では前年度の60％程度に相当する47億
円に減少した。
跡見学園女子大学　観光マネジメント学科紀要　創刊号
─ 38 ─
表
２
　
中
距
離
路
線
営
業
実
績
単
位
：
人
・
千
円
・
％
路
　
線
76
路
　
線
77
路
　
線
78
路
　
線
79
路
　
線
80
旅
客
数（
人
）
損
益（
千
円
）
収
益
率
旅
客
数（
人
）
損
益（
千
円
）
収
益
率
旅
客
数（
人
）
損
益（
千
円
）
収
益
率
旅
客
数（
人
）
損
益（
千
円
）
収
益
率
旅
客
数（
人
）
損
益（
千
円
）
収
益
率
1
東
京
大
阪
1,
11
6,
20
2
2,
96
8,
56
6
40
.5
％
東
京
大
阪
1,
23
5,
22
7
2,
79
8,
36
1
32
.4
％
東
京
大
阪
1,
39
1,
40
7
2,
83
3,
56
1
28
.8
％
東
京
大
阪
1,
45
3,
31
0
2,
37
2,
81
6
21
.6
％
東
京
大
阪
1,
23
4,
33
9
3,
17
6,
40
4
26
.1
％
2
東
京
札
幌
1,
55
9,
71
8
2,
14
4,
08
9
9.
4％
東
京
宮
崎
42
1,
78
0
2,
16
3,
90
8
41
.4
％
東
京
札
幌
1,
75
0,
90
1
2,
02
9,
43
4
7.
6％
東
京
松
山
55
7,
40
0
1,
30
3,
47
0
20
.7
％
東
京
松
山
57
9,
57
7
2,
12
3,
34
1
27
.9
％
3
東
京
宮
崎
39
0,
61
3
2,
00
9,
02
4
41
.7
％
東
京
熊
本
49
9,
11
7
1,
72
6,
53
3
24
.6
％
東
京
宮
崎
46
7,
29
5
2,
02
4,
20
3
32
.7
％
東
京
宮
崎
54
3,
01
7
1,
25
7,
82
7
15
.1
％
大
阪
宮
崎
58
5,
72
8
1,
20
2,
92
5
14
.1
％
4
大
阪
鹿
児
島
77
2,
65
2
1,
83
2,
86
0
27
.5
％
大
阪
鹿
児
島
83
8,
12
6
1,
59
1,
28
7
20
.8
％
東
京
熊
本
53
3,
21
0
1,
68
2,
63
8
21
.8
％
大
阪
福
岡
65
0,
37
2
54
6,
83
8
10
.6
％
東
京
宮
崎
53
6,
77
0
1,
02
8,
77
9
9.
7％
5
東
京
松
山
31
4,
23
3
1,
53
2,
36
8
55
.5
％
東
京
松
山
41
3,
11
0
1,
50
4,
19
1
36
.5
％
東
京
松
山
50
5,
62
6
1,
36
2,
79
8
24
.7
％
仙
台
札
幌
29
7,
61
9
49
2,
70
8
16
.0
％
東
京
札
幌
1,
87
3,
45
0
1,
02
8,
35
2
2.
8％
6
東
京
函
館
42
8,
08
8
1,
46
6,
86
9
33
.0
％
東
京
札
幌
1,
64
6,
62
3
1,
22
5,
27
1
4.
8％
東
京
函
館
48
3,
33
6
73
3,
59
6
12
.3
％
東
京
小
松
73
41
15
44
0,
42
5
7.
5％
東
京
小
松
87
1,
84
0
92
2,
19
0
10
.8
％
7
東
京
熊
本
42
5,
26
2
83
1,
16
4
12
.6
％
東
京
函
館
45
8,
02
3
1,
12
4,
04
5
21
.5
％
仙
台
札
幌
26
6,
26
3
71
3,
81
5
28
.8
％
東
京
熊
本
58
9,
41
0
27
0,
90
8
2.
7％
東
京
熊
本
55
5,
06
5
91
5,
54
8
8.
1％
8
大
阪
長
崎（
大
村
）
43
2,
62
8
54
4,
48
5
13
.1
％
大
阪
福
岡
46
4,
08
6
75
9,
43
9
23
.3
％
大
阪
福
岡
59
9,
30
9
69
8,
98
8
15
.6
％
東
京
広
島
59
,7
65
18
2,
61
8
28
.0
％
東
京
広
島
17
8,
86
5
87
2,
12
3
39
.8
％
9
仙
台
札
幌
22
7,
38
1
49
7,
83
9
22
.4
％
大
阪
長
崎（
大
村
）
47
4,
97
2
71
2,
62
2
16
.0
％
大
阪
鹿
児
島
91
1,
11
0
68
7,
95
1
7.
3％
宮
崎
沖
縄
58
,2
22
10
9,
89
9
11
.6
％
大
阪
福
岡
62
0,
24
8
85
9,
18
7
13
.5
％
10
東
京
小
松
21
8,
63
8
45
8,
59
2
31
.7
％
仙
台
札
幌
25
5,
49
0
62
5,
08
8
25
.7
％
東
京
小
松
51
5,
87
0
63
4,
93
1
16
.8
％
名
古
屋
熊
本
14
8,
64
5
33
,8
06
1.
7％
仙
台
札
幌
30
0,
41
1
67
8,
04
1
18
.1
％
11
大
阪
福
岡
34
9,
95
4
37
4,
37
2
14
.1
％
大
阪
熊
本
54
9,
54
2
60
3,
66
5
12
.9
％
大
阪
長
崎（
大
村
）
54
6,
21
5
23
7,
82
2
4.
2％
新
潟
札
幌
11
9,
56
7
30
,1
05
2.
1％
新
潟
札
幌
11
6,
66
2
26
5,
72
7
17
.7
％
12
大
阪
熊
本
47
6,
11
6
35
9,
79
7
8.
6％
東
京
小
松
35
8,
70
8
51
8,
08
4
20
.2
％
小
松
札
幌
54
,3
57
14
3,
24
2
17
.3
％
鹿
児
島
沖
縄
15
7,
44
7
15
,8
08
0.
7％
大
阪
仙
台
47
,7
54
22
7,
00
0
35
.8
％
13
小
松
新
潟・
札
幌
92
,3
02
32
2,
10
6
32
.3
％
小
松
札
幌
41
,1
15
16
6,
64
4
29
.5
％
小
松
新
潟・
札
幌
48
,1
79
12
8,
16
1
23
.1
％
東
京
宇
部（
山
口
）
13
3,
52
0
19
1,
13
6
8.
7％
14
大
阪
宮
崎
52
2,
77
7
31
0,
60
3
6.
5％
小
松
新
潟・
札
幌
50
,8
45
10
0,
26
7
16
.2
％
名
古
屋
長
崎
78
,9
85
79
,3
33
8.
1％
小
松
札
幌
11
4,
64
8
12
2,
52
7
5.
1％
15
名
古
屋
宮
崎
15
8,
40
8
11
3,
27
6
6.
3％
名
古
屋
長
崎
58
,7
00
67
,6
37
9.
5％
新
潟
札
幌
79
,8
92
53
,0
82
5.
8％
名
古
屋
新
潟
11
0,
95
2
92
,9
45
7.
0％
16
名
古
屋
熊
本
82
,8
94
85
,0
83
8.
4％
鹿
児
島
沖
縄
15
0,
33
3
39
,8
95
2.
0％
名
古
屋
新
潟
76
,6
13
42
,0
07
5.
8％
東
京
函
館
60
3,
31
2
66
,5
36
0.
6％
17
新
潟
札
幌
32
,7
19
75
,1
32
23
.6
％
宮
崎
沖
縄
19
,1
82
31
,9
35
10
.1
％
名
古
屋
長
崎
90
,6
10
15
,3
19
1.
1％
18
熊
本
沖
縄
35
,2
57
60
,2
57
12
.4
％
鹿
児
島
沖
縄
16
8,
91
1
6,
53
0
0.
3％
19
福
岡
沖
縄
17
6,
66
5
23
,1
54
0.
8％
小
　
計
7,
81
2,
50
7
16
,0
09
,6
38
19
.4
％
小
　
計
7,
91
5,
79
7
15
,7
26
,9
35
18
.6
％
小
　
計
8,
49
6,
66
1
14
,1
24
,0
28
15
.0
％
小
　
計
5,
36
8,
88
9
7,
05
7,
22
8
12
.4
％
小
　
計
8,
55
3,
75
1
13
,7
88
,0
81
10
.7
％
1
東
京
広
島
16
1,
65
1
－
1,
04
4,
70
6
－
31
.6
％
東
京
広
島
16
4,
41
0
－
1,
68
0,
21
5
－
42
.2
％
東
京
広
島
20
5,
40
7
－
1,
52
2,
33
5
－
34
.7
％
東
京
広
島
24
1,
81
6
－
2,
00
7,
11
2
－
37
.3
％
大
阪
熊
本
66
1,
71
8
－
1,
83
4,
01
4
－
18
.7
％
2
東
京
宇
部（
山
口
）
38
,7
14
－
67
7,
71
7
－
54
.3
％
東
京
宇
部（
山
口
）
49
,5
59
－
86
8,
08
1
－
54
.7
％
東
京
宇
部（
山
口
）
59
,6
84
－
72
7,
05
1
－
45
.7
％
大
阪
宮
崎
59
9,
37
8
－
1,
01
2,
47
7
－
14
.6
％
東
京
広
島
18
8,
94
3
－
1,
38
8,
11
9
－
30
.0
％
3
鹿
児
島
奄美
大島
・沖
縄
40
,2
31
－
45
0,
02
8
－
59
.5
％
大
阪
仙
台
83
,3
43
－
78
5,
33
3
－
39
.4
％
大
阪
仙
台
11
4,
05
9
－
71
5,
31
7
－
30
.1
％
東
京
秋
田
16
0,
42
1
－
89
5,
83
5
－
37
.0
％
大
阪
長
崎（
大
村
）
61
8,
80
2
－
1,
37
1,
09
3
－
13
.9
％
4
東
京
秋
田
95
,7
02
－
40
9,
21
7
－
30
.9
％
東
京
秋
田
96
,1
50
－
63
1,
93
3
－
40
.8
％
東
京
秋
田
14
1,
21
1
－
71
3,
64
2
－
34
.8
％
大
阪
熊
本
67
7,
24
9
－
87
6,
96
6
－
11
.7
％
大
阪
仙
台
11
6,
89
8
－
99
2,
65
6
－
32
.0
％
5
名
古
屋
鹿
児
島
23
0,
76
7
－
37
8,
80
8
－
11
.0
％
名
古
屋
鹿
児
島
26
2,
06
5
－
50
3,
08
1
－
12
.5
％
名
古
屋
鹿
児
島
28
5,
63
6
－
67
3,
10
6
－
15
.0
％
東
京
宇
部（
山
口
）
63
,7
45
－
79
9,
31
0
－
46
.3
％
東
京
秋
田
17
2,
60
5
－
78
3,
30
0
－
27
.3
％
6
東
京
富
山
60
,6
97
－
31
4,
11
8
－
37
.4
％
鹿
児
島
奄美
大島
・沖
縄
48
,0
03
－
49
6,
55
4
－
56
.4
％
大
阪
宮
崎
55
3,
27
4
－
58
2,
05
6
－
9.
7％
大
阪
仙
台
12
2,
21
5
－
79
3,
33
5
－
30
.8
％
東
京
岡
山
51
,0
21
－
77
6,
27
5
－
51
.1
％
7
名
古
屋
福
岡
25
8,
40
1
－
26
4,
32
3
－
8.
7％
東
京
富
山
64
,0
56
－
46
4,
95
8
－
45
.6
％
東
京
富
山
10
1,
94
7
－
57
5,
67
4
－
39
.5
％
東
京
富
山
11
2,
07
3
－
74
3,
41
4
－
43
.4
％
東
京
富
山
11
8,
93
7
－
72
5,
62
6
－
35
.8
％
8
大
阪
仙
台
43
,0
93
－
26
1,
86
0
－
29
.6
％
東
京
岡
山
31
,0
49
－
33
0,
50
0
－
47
.9
％
福
岡
沖
縄
28
1,
83
4
－
49
9,
39
3
－
9.
7％
名
古
屋
鹿
児
島
30
8,
44
2
－
61
7,
29
4
－
12
.9
％
東
京
米
子
86
,3
14
－
60
8,
70
0
－
30
.6
％
9
東
京
岡
山
20
,9
49
－
23
1,
31
3
－
48
.4
％
福
岡
沖
縄
24
5,
56
8
－
32
2,
76
1
－
7.
4％
名
古
屋
熊
本
12
5,
14
5
－
48
5,
92
9
－
31
.3
％
東
京
高
知
10
4,
11
8
－
59
0,
57
6
－
30
.8
％
東
京
高
知
12
5,
48
6
－
51
0,
97
3
－
20
.4
％
10
東
京
米
子
33
,7
48
－
17
7,
43
1
－
29
.1
％
東
京
米
子
35
,2
17
－
28
0,
85
5
－
38
.3
％
名
古
屋
福
岡
39
5,
58
8
－
46
5,
47
0
－
9.
9％
福
岡
沖
縄
31
1,
78
4
－
55
3,
68
1
－
9.
6％
福
岡
沖
縄
26
8,
16
4
－
48
5,
74
2
－
8.
0％
11
東
京
高
知
39
,6
65
－
16
8,
35
1
－
25
.1
％
東
京
高
知
40
,7
92
－
26
5,
12
0
－
33
.8
％
鹿
児
島
奄美
大島
・沖
縄
48
,2
70
－
38
3,
15
6
－
49
.8
％
東
京
米
子
76
,5
77
－
54
2,
49
8
－
35
.6
％
名
古
屋
鹿
児
島
28
1,
82
1
－
47
3,
50
6
－
9.
2％
12
東
京
高
松
33
,8
50
－
14
4,
54
2
－
26
.5
％
名
古
屋
福
岡
34
8,
53
0
－
24
6,
69
8
－
6.
2％
東
京
米
子
61
,6
04
－
35
7,
22
0
－
31
.2
％
東
京
札
幌
1,
92
1,
40
4
－
51
6,
87
0
－
1.
6％
名
古
屋
熊
本
14
3,
12
3
－
45
9,
87
0
－
23
.5
％
13
鹿
児
島
沖
縄
13
1,
57
7
－
10
2,
33
5
－
5.
4％
東
京
高
松
36
,2
00
－
21
8,
28
5
－
33
.9
％
東
京
高
知
70
,5
36
－
32
4,
06
7
－
26
.6
％
東
京
岡
山
49
,3
36
－
49
7,
23
4
－
46
.7
％
東
京
鳥
取
43
,8
46
－
43
1,
86
7
－
38
.3
％
14
名
古
屋
大
分
52
,3
07
－
98
,5
85
－
16
.5
％
名
古
屋
熊
本
90
,0
63
－
17
4,
77
2
－
18
.1
％
名
古
屋
宮
崎
20
3,
40
5
－
26
9,
41
0
－
9.
8％
大
阪
長
崎（
大
村
）
63
7,
68
7
－
46
1,
07
7
－
6.
2％
鹿
児
島
奄美
大島
・沖
縄
47
,8
38
－
40
5,
67
4
－
45
.7
％
15
東
京
岡
山・
宇
部
4,
52
2
－
88
,2
58
－
59
.1
％
大
阪
宮
崎
54
2,
93
1
－
16
1,
92
3
－
3.
0％
東
京
高
松
63
,6
97
－
26
1,
75
7
－
25
.8
％
大
阪
鹿
児
島
1,
03
7,
22
8
－
43
0,
66
1
－
3.
6％
名
古
屋
大
分
87
,1
06
－
35
3,
61
5
－
25
.2
％
16
名
古
屋
大
分
58
,0
21
－
14
8,
93
2
－
21
.1
％
東
京
岡
山
33
,2
81
－
24
9,
21
3
－
39
.3
％
鹿
児
島
奄美
大島
・沖
縄
53
,2
11
－
40
1,
57
6
－
48
.4
％
長
崎
沖
縄
50
,9
30
－
30
8,
05
6
－
23
.9
％
17
熊
本
沖
縄
55
,5
90
－
85
,1
96
－
9.
1％
名
古
屋
大
分
65
,9
36
－
22
1,
85
9
－
26
.0
％
東
京
高
松
78
,2
87
－
37
7,
74
1
－
29
.0
％
大
阪
鹿
児
島
97
1,
86
7
－
29
9,
58
7
－
2.
2％
18
名
古
屋
新
潟
43
,1
08
－
55
,1
59
－
11
.3
％
小
松
福
岡
73
,8
27
－
13
5,
71
3
－
11
.0
％
東
京
函
館
58
4,
89
7
－
32
5,
11
6
－
3.
8％
東
京
高
松
76
,5
65
－
27
2,
15
3
－
19
.7
％
19
新
潟
札
幌
70
,3
30
－
32
,0
55
－
3.
6％
熊
本
沖
縄
75
,4
49
－
13
2,
01
6
－
10
.1
％
名
古
屋
宮
崎
22
1,
33
1
－
29
2,
60
1
－
9.
7％
名
古
屋
仙
台
73
,8
56
－
21
4,
99
6
－
17
.2
％
20
名
古
屋
宮
崎
17
6,
66
6
－
9,
79
7
－
0.
5％
東
京
大
分
41
,0
53
－
65
,0
07
－
9.
3％
長
崎
沖
縄
61
,7
22
－
28
8,
64
9
－
19
.6
％
名
古
屋
福
岡
38
9,
80
8
－
19
5,
84
8
－
3.
6％
21
小
松
福
岡
6,
56
1
－
1,
90
3
－
1.
9％
長
崎
沖
縄
22
,4
19
－
51
,5
66
－
10
.5
％
名
古
屋
大
分
73
,1
02
－
27
6,
19
1
－
28
.0
％
東
京
大
分
72
,9
56
－
18
6,
85
9
－
11
.8
％
22
大
阪
熊
本
61
6,
00
6
－
22
,2
13
－
0.
4％
小
松
福
岡
10
4,
20
0
－
26
7,
36
4
－
14
.7
％
小
松
福
岡
93
,8
82
－
16
9,
25
4
－
9.
0％
23
名
古
屋
仙
台
52
,9
46
－
12
,0
32
－
1.
9％
東
京
大
分
77
,2
03
－
25
2,
03
9
－
17
.3
％
名
古
屋
函
館
42
,2
98
－
14
3,
46
3
－
14
.4
％
24
東
京
鳥
取
23
,7
86
－
16
9,
45
1
－
35
.7
％
宮
崎
沖
縄
49
,2
02
－
96
,1
95
－
9.
6％
25
名
古
屋
仙
台
77
,8
68
－
13
1,
46
8
－
12
.8
％
鹿
児
島
沖
縄
14
5,
77
7
－
72
,7
76
－
2.
9％
26
名
古
屋
福
岡
42
1,
09
4
－
99
,2
77
－
2.
2％
名
古
屋
宮
崎
18
9,
67
9
－
40
,8
25
－
1.
4％
27
熊
本
沖
縄
84
,0
57
－
57
,7
48
－
4.
2％
熊
本
沖
縄
77
,6
74
－
10
,7
96
－
0.
7％
28
名
古
屋
新
潟
94
,4
66
－
53
,2
20
－
5.
2％
29
名
古
屋
長
崎
93
,8
67
－
36
,9
62
－
2.
9％
30
小
松
札
幌
11
2,
87
2
－
27
,7
05
－
1.
4％
小
　
計
1,
24
5,
87
4
－
4,
81
1,
59
2
－
24
.3
％
小
　
計
2,
54
8,
21
2
－
7,
76
4,
11
0
－
20
.5
％
小
　
計
3,
69
2,
21
4
－
9,
44
5,
20
2
－
18
.0
％
小
　
計
8,
58
5,
43
6
－
14
,39
5,4
47
－
11
.4
％
小
　
計
5,
24
7,
11
6
－
13
,61
1,8
36
－
15
.0
％
合
　
計
9,
05
8,
38
1
11
,1
98
,0
46
10
.9
％
合
　
計
10
,4
64
,0
09
7,
96
2,
82
5
6.
5％
合
　
計
12
,1
88
,8
75
4,
67
8,
82
6
3.
2％
合
　
計
13
,9
54
,3
25
－
7,
33
8,
21
9
－
4.
0％
合
　
計
13
,8
00
,8
67
17
6,
24
5
0.
1％
出
典
：
表
１
と
同
じ
。
─ 39 ─
1970年代後半における国内航空路線の経営
　79年度は第２次オイルショック期にあたる。同年度には航空燃料税が100％引き上げられ、運航コストが急激に増
加した。79年度の路線構成を収益路線から見ると、新たに開設した東京・広島線が加わり、業績が好転した名古屋・
熊本線が復帰したが、新潟経由小松・札幌線の運航停止や、東京から札幌線と函館線、大阪から鹿児島線と長崎線、
名古屋から新潟線と長崎線、小松・札幌線の７路線で業績が悪化し赤字路線に転落したため、路線数が12路線に減少
した。反対に、赤字路線では、先述の増減のほか、新路線の東京・鳥取線の業績がいまだ低迷したため、路線数が30
路線に増加している。輸送実績では、収益路線は前年度の60％にあたる537万人へと大きく減少し、赤字路線は前年
度に対する２倍を越える858万人に増加した。以上を踏まえて路線別実績を見ると、収益路線で総額が前年度の141億
円から70億円へと半減し、赤字路線で総額が前年度よりも50億円増加して144億円となった。この結果、営業実績は
73億円の赤字を計上した。
　80年度の路線構成を収益路線から見ると、宮崎・沖縄線、鹿児島・沖縄線、名古屋・熊本線の３路線が収益路線か
ら赤字路線に転落したものの、前年度に赤字路線へと転落した７路線のうち、東京・札幌線と函館線、名古屋・新潟
線と長崎線の４路線で業績が好転して収益路線に復帰し、東京・山口線、大阪・宮崎線と仙台線、小松・札幌線など
４路線も赤字路線から脱却して位置したため、路線数は17路線に増加した。他方、赤字路線では、新たに名古屋から
運航した函館線と鹿児島線の２路線で業績がいまだ低迷したものの、先述の増減により、路線数が27路線に減少した。
輸送実機では、収益路線は前年度の536万人と比べて320万人程度増加して855万人となり、反対に赤字路線は前年度
の858万人から524万人へと320万人程度減少した。しかし、路線別実績を見ると、収益路線の総額が138億円程度と若
干低下し、収益率も12.4％から10.7％に低下した。他方、赤字路線では総額が136億円を越え、その収益率はマイナス
15％と4.6％増加した。しかし、営業実績で見ると、僅か１億７千万程度ではあるが黒字となり、収益率も0.1％とい
う低い水準でしかないがプラスを示している。
４．長距離路線の路線別収支構成とその変化
　表３は1970年代後半の全日空国内線において運航距離1,000km を超える路線別収支を推計し、収益路線と赤字路線
に大別したものである。この表から、1970年代後半期においても、社の長距離路線が10路線程度でしかなく、路線構
成に占める割合もいまだ小さいことがわかる。これを踏まえ、76年度の路線構成から見ることにしよう。
　76年度は、大阪・札幌線および、東京から釧路・長崎・鹿児島の４路線が収益路線、東京から福岡・秋縄の２路線、
名古屋から札幌・沖縄の２路線に、大阪・沖縄線を加えた５路線が赤字路線であった。このうち、前者ではビジネス
路線の性格を備えた東京・釧路線と大阪・札幌線の２路線、後者では観光路線的性格が強い東京・沖縄線、名古屋・
沖縄線、大阪・沖縄線の３路線が、70年代後半期を通じてそれぞれの位置を続けた。76年度の各実績を見ると、収益
路線は路線数で赤字路線よりも１路線少なく、輸送実績でも赤字路線の176万人に対して129万人と少ないものの、収
益路線の総額は38億円と赤字路線の総額34億円を上回り、営業実績は４億円を計上した。
　77年度を見ると、路線構成では、収益路線は業績が好転した東京・福岡線を加えて５路線に増加し、赤字路線は４
路線に減少した。そのなかで、東京・釧路線は旅客輸送実績で前年度と比べて１万７千人程度増加しているものの、
収益額では前年度の２億９千万円から２億８千万円へと１千万円程度減少している。この理由は、同線の収益率が
20％低下していることから、増便による旅客の分散に求めることができる。他方、赤字路線では、名古屋・沖縄線を
除く各路線で赤字額が大幅に減少し、収益率のマイナスも5.3％低下した。こうした変化により、路線別実績は収益
路線の総額56億円程度に対して赤字路線の赤字総額が９億円程度でしかなく、営業実績で47億円余を計上した。
　78年度はイラン革命が原因で景気が悪化し、路線別収益に大きく影響した時期にあたる。路線構成の変化を見ると、
名古屋・札幌線が好転したため収益路線は６路線と増加し、赤字路線が３路線に減少した。旅客輸送実績を見ると、
収益路線に位置した各路線および、赤字路線に位置した各路線ともに増加している。しかし、路線別実績を見ると、
収益路線では、大阪・札幌線で１億６千万円円、東京・福岡線で３億５千万円の増収が見られるが、東京・釧路線で
２億円、東京・長崎線で１億３千万、東京・鹿児島線にいたっては５億８千万円の減収となったため、総額で１億８
千万円程度に止まった。赤字路線では、名古屋・沖縄線で７千万円、東京・沖縄線で２億４千万円程度赤字が減少し
たが、反対に大阪・沖縄線で４億１千万円赤字が増加しており、総額で３千万円程度の増加となった。このように、
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1970年代後半における国内航空路線の経営
営業実績における増収額が旅客輸送実績の旅客数増加と比べて小さい理由は、景気悪化の影響が路線の性格によっ
て、即ちビジネス旅客・帰省等旅客・観光旅客の構成比率が各路線で異なるため相違することに起因した⒁。同年度
の営業実績は、収益路線の総額58億円対して赤字路線の総額９億円程度でしかなく、49億円を計上した。
　79年度は運航コストの上昇がもたらす収益への影響がより顕著となる年度であった。旅客輸送実績では全線で増加
が見られるが、東京から福岡線と鹿児島線が低迷して赤字に転落したため、路線構成で収益路線が４路線に減少し、
赤字路線が６路線に増加した。路線別実績では、収益路線で大阪・札幌線を除いて大きく減少し、赤字路線の各路も
マイナス額が増加している。ここのうち大阪・札幌線は旅客輸送実績で18％増加したが、収益では12％程度の増加に
止まり、収益率も２％低下している。このため、収益路線の総額が27億円余に対して赤字路線の赤字総額が46億円余
と大きく上回り、営業実績では16億円の赤字を計上した。
　80年度は第２次オイルショック期にあたる。まず路線構成を収益路線から見ると、東京・長崎線が低迷して赤字路
線に転落したが、東京・福岡線が好転し位置したため、路線数は４路線と変化がない。他方、赤字路線では、先述の
入れ替わりのほか、新たに開設された仙台・沖縄線がいまだ低迷したため、路線数が６路線に増加した。収益路線に
位置した４路線は、旅客輸送実績および営業実績ともに増加している。しかし、赤字路線では、東京・沖縄線で旅客
輸送実績が減少して赤字額が増加し、大阪・沖縄線でも規模の格差があるものの東京・沖縄線と同じ傾向が見られる
東京・長崎線と名古屋・沖縄線は、ともに旅客輸送実績では増加したものの、前者は赤字に転落し、後者は赤字額を
増加させている。これらの結果、収益路線の総額が42億円に増加したものの、赤字路線の赤字総額も63億円に増加し
したため、営業実績で赤字額が21億円程度に拡大した。
　最後に、1970年代後半における全日空国内線営業実績の動向とその原因について、表４をもとに考察しょう。
　航空機の燃料消費について次の二つを特徴として挙げることができる。ひとつは、水平飛行時に比べて離陸直後の
上昇時と着陸直前の降下時により多くの燃料を消費すること。いまひとつは、飛行高度が低い場合は空気抵抗が大き
いため比較的多くの燃料を消費し、反対に飛行高度が高い場合は空気抵抗が小さいため燃料消費が前者に比べて少な
いことである。それ故に、低い高度を短時間飛行する短距離路線は高い高度を長時間飛行する長距離路線と比べて運
航コストが割高となる。他方で、航空機の燃料価格は70年代後半を通じて上昇の一途をたどっている。
　これらを踏まえつつ、まず76年度の運航距離別営業実績を見ると、短距離路線で19億円程度の赤字、中距離路線で
112億円、長距離路線で４億円程度の黒字を計上しており、これらを差し引きした国内線の営業実績は97億円であっ
た。同年度は第１次オイルショック後の景気回復期にあたるものの、短距離路線で赤字となった原因は景気の低迷で
はなく、航空燃料の上昇による運航コストの増加にあった。翌77年度も航空機の燃料価格は高値で推移した。更に、
８月には着陸料が100％、航行援助施設使用料も50％引き上げられている。こうした運航コスト上昇の影響を受けて、
中距離路線の営業実績は79億円に低下し、短距離路線の営業実績も赤字が35億円に増加した。その反面で長距離路線
の営業実績は47億円に増加したため、国内線の経営実績では前年度と比べて若干少ない91億円を計上した。
　78年度は第２次オイルショックにあたる。しかし、第２次オイルショックが日本経済に与えた影響は欧米諸国のそ
れと比べて小さい⒂。そのなかで原油の輸入価格が高騰し、９月には航行援助施設使用料の100％引き上げられ、運
航コストが急激に増加した。これらを背景に、距離別実績は短距離路線で赤字が19億円程度に半減し、長距離路線の
収益も49億円と若干増加したが、中距離路線の収益が46億円と大きく減少したため、経営実績は77億円に減少した。
しかし、79年度になると状況が一変する。日本経済は第２次オイルショックからいち早く回復に転じた。経常収支は
改善し、高騰した物価も落ち着きを取り戻していた⒃。そのなかで、英儀容実績は短距離路線で赤字が30億円程度に
増加し、中距離路線では19億円余の赤字となり、長距離路線でも73億円程度の赤字となったため、経営実績は122億
円におよぶ巨額の赤字を計上した。その原因は航空機燃料税が100％引き上げられ、13,000円／ kl から26,000円／ kl
への上昇に求めることができる。
　80年度は、前年度末期の80年３月に航空運賃の全面改定が実施され、全日空の国内線運賃が幹線で平均23.6％、ロー
カル線で平均24.1％上昇した。こうした航空運賃の改定は、一方で全日空に増収をもたらしたが、他方で旧国鉄運賃
に対する格差を拡大して旅客離れが起こり、減益を招く原因にもなった。後者の影響は、高額な運賃を必要とする長
距離路線で大きい。これを踏まえて80年度の運航距離別営業実績を見ると、短距離路線は５億円計上するまでに好転
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し、中距離路線も17億円を計上したが、長距離路線で赤字が21億円へと若干増加したため、経営実績は18億円の赤字
を計上した。
むすびにかえて
　路線別営業実績の動向を見ると、短距離路線では76年度から79年度まで赤字を続け、80年度に至って黒字に転じて
いる。中距離路線では76年度から78年度まで黒字額が減少傾向を示しつつも黒字を維持したが、79年度は70億円を超
える赤字に転落し、79年には１億７千万円程度の黒字を計上するまでに好転していた。長距離路線では76年度から78
年度まで中距離路線と同様に黒字を計上したが、その動向は76年度の４億円程度から77年度は47億円と大幅に増加
し、78年度は横這い状態であったこと、79年度は20億円程度の赤字を計上し、翌80年度も21億円程度の赤字であった
ことが中距離路線の営業実績と相違した。
　こうした70年代後半における全日空の路線別営業実績動向は、拙稿で見た70年代前半の路線別営業実績で中距離路
線が黒字を維持し続けたこと、短距離路線では運賃値上げの翌年にあたる73年度の75年度で赤字を計上したこと、長
距離路線ではドル・ショックや第１次オイルショックを原因とする不況期に赤字に転じたことに比べて、相違する様
相を示していたことがわかる。その原因は次の二つにある。ひとつは、当該期の日本経済が欧米諸国と比べて第１次
オイルショックを原因とする世界的な景気後退からいち早く脱却して安定成長を示したことから、76－78年度に見ら
れた短距離路線での赤字や中距離路線における黒字減少が航空機燃料価格の高騰や公租公課増額による運航コストの
上昇に起因したものであったと見てよい。
　いまひとつは、第２次オイルショック期の日本は79年度に景気後退が見られたものの、翌80年度には上昇に転じて
おり、オイルショックの影響が欧米諸国に比べて小さいことから、79年度の路線経営で見られる大幅な赤字および80
年度の長距離路線に見られる赤字の拡大は、78年度後半期の第２次オイルショックを原因とした不況による旅客需要
の減少ほか、航空機燃料費の高騰や公租公課の引き上げ等による運航コストの上昇、第１次オイルショック以降に旧
国鉄運賃が急騰して航空との運賃格差が大きく是正されたことによる代替関係の進展などが加わった、複合的要因に
よるものであった言えよう。例えば、旧国鉄の運賃が一方的に上昇すれば、旧国鉄と国内線航空の代替関係が進展し、
旅客が航空にシフトする。しかし、そのなかで運航コストが上昇すれば、旅客の航空へのシフトが相殺され、営業実
績において黒字額の減少、あるいは赤字への転落をもたらすのである。
　このように、国内線の営業実績が景気の変化、運航コストの変化、旧国鉄との代替性などが影響し変動するなかで
は、旅客需要における旅行目的別構成比の変化も大きく影響したと見てよいと思われる。
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